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シリーズ②

　シェアリングエコノミーの概念やシェアリングビジネスは、現在の日本において様々な形で浸透しつつあり、シェ
アリングサービスの利用やそのビジネスの推進がSDGs（Sustainable Development Goals）の達成に貢献し
得るという論調も見られる。その中で、特に若年世代はシェアリングエコノミーやそのSDGsへの貢献に対して
どのような認識や期待をもつのであろうか。本稿では、2021年に実施したアンケート調査結果のうち、愛媛県と
都市部における大学生の回答結果から、シェアリングエコノミーやSDGs、シェアリングビジネスのSDGsへの
貢献に関する若年世代の認識や期待等を検討し、都市部と愛媛県の回答を比較する。また、その上でシェアリング
エコノミーの推進に向けて、自治体に期待される役割について示唆する。

1　はじめに
　2023 年現在、オンラインプラットフォームの運
用を前提としたシェアリングサービスが世界的な規
模で普及してきている。日本においても、2010 年
代からそのサービスが注目を集め、特に東京オリン
ピック開催時の宿泊施設不足が予想されたことを
背景にホームシェアリングが推奨された。その後、
2020 年以降には新型コロナウイルス感染症の流行
をきっかけにスキルシェアリングも進んでいる。こ
れらのサービスに代表される新しいビジネスの仕組
みを取り入れた経済のあり方はシェアリングエコノ
ミーと総称される。
　近年においては、このシェアリングエコノミーや
シェアリングビジネスの推進が SDGs（Sustainable 
Development Goals）に貢献するとの見解もみられ
る（一般社団法人　シェアリングエコノミー協会、
2022a; 2022b）。とりわけ、シェアリングエコノミー
は SDGs に示される 17 のゴールのうち、環境問題
に関係する項目を達成することが認識され、脱炭素
社会や資源消費の削減に貢献するとの指摘もある

（株式会社 情報通信総合研究所、2022）。
　他方、地方において顕著に観察される過疎化や空
き家の増加、公共交通機関が利用可能な範囲の縮小
などといった社会問題に対して、シェアリングサー
ビスの提供がその解決に資することが期待される場
合も多い。しかしながら、そもそも人口の少ない地
方ではシェアリングサービスの市場が十分に成立し
ないことや、特定のサービスのみしか浸透しないこ
と、逆にそのようなサービスの普及がないために認
知されていかないことも危惧される。その中でシェ
アリングエコノミーや SDGs といった社会的な意義
や価値を帯びた概念は、地方の若年世代にどのよう
に受けとめられているのであろうか。
　そこで本稿では、筆者らが 2021 年 7 月～ 8 月に
大学生や社会人を対象に実施したアンケート調査結
果（折戸ら、2022）から、10 代後半～ 20 代前半の
学生でかつ東京都や大阪府などの都市部在住者と愛
媛県在住者の回答を抽出し、愛媛県という地方での
回答傾向や若年世代全体の共通点などを考察するこ
とを試みる。愛媛県は、他の地方と同様に人口減少
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がみられ、特に住宅総数に対する空き家総数の割合
は全国 7 位であり（愛媛県、2020）、深刻な状況に
あるとされている。一方で、環境問題に関しては、
県庁所在地である松山市が環境モデル都市に選定さ
れている（松山市環境モデル都市推進課、2022）。
　愛媛県が日本の地方を代表するとは必ずしもいえ
ないものの、本稿では愛媛県での回答と都市部から
の回答を比較することによって、一地方としての愛
媛県におけるシェアリングエコノミーや SDGs に対
する認識の傾向や特徴について考察する。これによ
り、日本のシェアリングエコノミーやシェアリング
ビジネスの促進において自治体に期待される役割を
示唆したい。

2　シェアリングエコノミーとSDGs
（1）シェアリングエコノミーとは
　内閣官房シェアリングエコノミー促進室（n.d.）
によれば、シェアリングエコノミーとは「個人等が
保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形
のものを含む）を、インターネット上のマッチング
プラットフォームを介して他の個人等も利用可能と
する経済活性化活動」であると説明される。そのサー
ビスとしてみなされうるシェアリングサービスは既
に多種多様となり、モノ、空間、スキル、移動、お
金の 5 つに分類されている（一般社団法人　シェア
リングエコノミー協会、n.d.）。
　日本においてはホームシェアリングの Airbnb や
宅配サービスのUber Eatsなどが知名度の高いサー
ビスとして知られており、それ以外にも洋服やブラ
ンドバック、楽器などのモノのシェアリング、会議
室や農地などの空間のシェアリング、家事業務や専
門知識などを提供するスキルシェアリング、お金の
シェアリングを意味するとされるクラウドファン
ディングサービスなど、既に数多くのサービスが提
供されている。また、このシェアリングビジネスの
推進によって、遊休資産となっていたモノや施設と
いった資源の有効活用や、スキルシェアリングによ
る柔軟な働き方の実現といった価値がもたらされ、
それが日本の社会問題の解決に資するとされる場
合もある（総務省地域力創造グループ地域振興室、
n.d.）。地方においては、空間のシェアリングサービ
スの普及が空き家の有効活用に貢献することや、ス

キルシェアリングサービスの活用によって人材不足
に対応することも期待される。
　学術的には、メルカリのように所有権の移転を伴
うサービスをシェアリングサービスに含めるのか、
シェアリングエコノミーの範囲をどのように定義す
るのか、ギグエコノミー（gig economy）とどのよ
うに異なるのかといった、概念上の定義や解釈に関
する曖昧さも多いことが指摘されている（Fors et 
al., 2021; Majima et al., 2021; 折戸ら、2021）。加え
て、巨大プラットフォーム企業による大規模なシェ
アリングビジネスの展開が、個人や社会に対してネ
ガティブな影響を与えるというリスクの発生も懸念
されており（折戸、2021）、そのあり方やシェアリ
ングビジネスに対する規制等については現在進行形
で議論の対象となっている。

（2）SDGsが目指すもの
　近年、マスメディアや行政機関においても取り
上げられる機会が多くなった SDGs とは、以下の
17 のゴール及びそれに関連する 169 のターゲット
を示したものである（国際連合広報センター、n.d 
; United Nations, n.d.）。日本においても、行政組
織に限らず、民間企業や大学などの様々な組織が
SDGs の達成に向けた取組みの推進を目指す姿勢を
示している。

1. 貧困をなくそう（No Poverty）
2. 飢餓をゼロに（Zero Hunger）
3. すべての人に健康と福祉を
 （Good Health and Well-Being）
4. 質の高い教育をみんなに（Quality Education）
5. ジ ェ ン ダ ー 平 等 を 実 現 し よ う（Gender 

Equality）
6. 安全な水とトイレを世界中に
 （Clean Water and Sanitation）
7. エネルギーをみんなに　そしてクリーンに
 （Affordable and Clean Energy）
8. 働きがいも経済成長も
 （Decent Work and Economic Growth）
9. 産業と技術革新の基盤をつくろう
 （Industry, Innovation and Infrastructure）
10. 人や国の不平等をなくそう（Reduced Inequality）
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11. 住み続けられるまちづくりを
 （Sustainable Cities and Communities）
12. つくる責任　つかう責任
 （Responsible Consumption and Production）
13. 気候変動に具体的な対策を（Climate Action）
14. 海の豊かさを守ろう（Life Below Water）
15. 陸の豊かさも守ろう（Life On Land）
16. 平和と公正をすべての人に
 （Peace, Justice and Strong Institutions）
17. パートナーシップで目標を達成しよう
 （Partnerships for the Goals）

　この 17 の目標は幅広い内容を含み、シェアリン
グエコノミーやシェアリングサービスの普及によっ
て目指される社会的価値との親和性が高いとも考え
られている。そのため、シェアリングビジネスの推
進による SDGs の達成が期待され、その認識や実態
に関する調査も行われつつある（株式会社 情報通
信総合研究所、2022; 2020）。

３　シェアリングエコノミー及びSDGsに関す
るアンケート調査

（1）アンケート調査の概要
　筆者らは、日本において実際にどのようにシェア
リングエコノミーや SDGs、それらの関連性が認知、
評価されているのかを把握するために、2021 年 7
月～ 8 月にアンケート調査及びフォローアップ・イ
ンタビュー調査を実施している。その結果、720 件
の有効回答を得ており、その結果を考察している（折
戸ら、2022）1。本稿では、若年世代における地方と
都市部の差異を分析するために、上記調査回答のう
ち学生のみの回答を抽出し、かつ三大都市圏に該当
する東京都、神奈川県、千葉県、愛知県、大阪府、
京都府、兵庫県に居住する回答者 226 件（都市部）と、
愛媛県在住者 356 件の、計 582 件を集計、分析対象
とした。本稿における回答者の属性は表 1 に示され
る通りである。

1　社会人や他の都道府県の回答者も対象とした 720 件の回答結果の集計・分析結果についての詳細は、折戸ら（2022）を参照されたい。
なお、本調査では PWC コンサルティング合同会社（2020）及び株式会社 情報通信総合研究所（2020）の調査項目を一部再利用している。

2　パーセンテージは小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない場合がある。以下同様。

表 1　本稿における分析対象者の属性2 　n = 582

性別 男性　　　　318　54.6%

女性　　　　254　43.6%

回答しない　  10　 1.7%

居住地 愛媛県　　　356　61.2%

都市部　　　226　38.8%

　大阪府　80　　神奈川県　64

　東京都　38　　愛知県　　16

　兵庫県　16　　京都府　 　6

　千葉県　6

　以下、これらの回答者のシェアリングエコノミー
の利用意向や、SDGs に対する意識などに関する回
答について、全体の集計結果と愛媛県と都市部での
回答に差異が見られた点を中心に紹介する。

（2）アンケート調査結果　
シェアリングエコノミーに対する認知度・利用経験
　シェアリングエコノミーという言葉の認知度（「あ
なたはシェアリングエコノミーを知っていますか？」
への回答）については、少なくとも聞いたことのある
回答者と全く知らない回答者で、おおよそ半数に分か
れた（図 1）。居住地別に見れば、愛媛県の回答者の
ほうがシェアリングエコノミーについて認知度がやや
高い結果となっているものの、都市部の回答者との

図 1　シェアリングエコノミーに関する認知　n = 582
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間で有意差は認められなかった（表 2）3。

表 2　 シェアリングエコノミーに関する認知（居住地別） 
n = 582

愛媛 割合 都市 割合
よく知っている 24 6.7% 14 6.2%
聞いたことはある 163 45.8% 82 36.3%
全く知らない 169 47.5% 130 57.5%
合計 356 226

 
　上記の問いに「よく知っている」あるいは「聞い
たことがある」とした回答者（283 名）に対して、シェ
アリングエコノミーとそのサービスについての説明
文（定義、種類、サービス名等）を示した上でシェ
アリングサービスの利用経験を聞いた結果、「利用
経験がない」回答者が 6 割弱を占め、「利用経験あり」
を上回った（図 2）。
　愛媛県と都市部での回答結果（表 3）を見ると、
都市部の学生のほうがシェアリングエコノミーサー
ビスの利用経験率がより高いという結果が得られ、
1％水準での有意差がみられた（χ ^2 （1） = 8.7539、
p =.0031）。

　図 2　シェアリングエコノミーサービスの利用経験　 
　n = 283

表 3　 シェアリングエコノミーサービスの利用経験 
（居住地別）n = 283

愛媛 割合 都市 割合
利用経験あり 67 35.8% 52 54.2%
利用経験なし 120 64.2% 44 45.8%
合計 187 96

3　以下同様に、カイ二乗検定を行い、度数が少ない場合には補正を加えている。
4　（）内の数字は、愛媛県と都市部それぞれでの利用経験ありとした回答者数を表す。

　さらに、利用経験があるとした 119 名の回答者を
対象に、シェアリングエコノミーサービスの種類ご
とに利用経験の有無を聞いた結果、全体ではモノ、
スキル、移動、空間、お金のシェアの順に利用率が
高い結果となった（図 3）。この利用経験のあるサー
ビスの種類を居住地ごとに見ると（表 4）、モノ、
お金に関しては愛媛県の割合が高く、スキル、移動、
空間では都市部のほうが利用率が高かった。

図 3　利用経験のあるシェアリングエコノミーサービス
の種類　　 n=119

 

表 4　利用経験のあるシェアリングエコノミーサービス
の種類（居住地別）4 n=119

愛媛（67） 割合 都市（52） 割合
モノ 61 91.0% 42 80.8%
スキル 33 49.3% 32 61.5%
移動 19 28.4% 22 42.3%
空間 12 17.9% 14 26.9%
お金 10 14.9% 5 9.6%

　さらに、シェアリングエコノミーを「全く知らな
い」と回答した 299 名に対して、上記同様にシェア
リングエコノミーについての説明を示し、「シェア
リングエコノミーを利用したいと思いますか？」と
聞いた結果が図 4 である。居住地別の集計結果（表
5）では、愛媛県の利用意向がより高い結果となり、
5％水準での有意差がみられた（χ ^2 （2） = 7.2028、
p = . 0273）。
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図 4　シェアリングエコノミーサービスに対する
　　　利用意向　n = 299

表 5　シェアリングエコノミーサービスに対する利用意
向（居住地別）n = 299

愛媛 割合 都市 割合
かなりそう思う・
ややそう思う

123 72.8% 76 58.5%

あまりそう思わない・
全くそう思わない

20 11.8% 20 15.4%

どちらともいえない 26 15.4% 34 26.2%
合計 169 130

SDGs とシェアリングエコノミー　
　SDGs の認知について「SDGs という言葉を知っ
ていますか？」という問いへの回答結果が図 5 に示
されている。全体で 8 割以上の回答者が SDGs とい
う言葉について、少なくとも「聞いたことはある」
と回答しており、シェアリングエコノミー以上に認
知度が高かった。

図 5　SDGs に関する認知　n = 582
 

　SDGs への認知に関して、愛媛県と都市部に分け
て集計したところ（表 6）、全体として愛媛県での
認知度がやや高く、5 ％水準で有意差がみられた（χ
^2 （3） = 8.8914、p = .0308）。

表 6　SDGs に関する認知（居住地別）n =582
愛媛 割合 都市 割合

よく知っている 165 46.3% 77 34.1%
少し知っている 118 33.1% 88 38.9%
聞いたことはある 30 8.4% 24 10.6%
知らない 43 12.1% 37 16.4%
合計 356 226
 

　図 6 は「シェアリングエコノミーが日本で推進さ
れることで、SDGs の目標達成に貢献すると思いま
すか？」という問いに対する回答結果を示してい
る。この回答結果では、シェアリングエコノミーの
SDGs への貢献に対して肯定的な見解を示す回答者
が全体の 7 割以上を占めた。また、シェアリングエ
コノミーの SDGs への貢献に関する意識について居
住地ごとに集計した結果（表 7）、全体として愛媛
県在住者のほうがより貢献すると考えており、5％
水準での有意差がみられた（χ^2 （2） = 8.6870、p 
= . 0130）。

図 6　シェアリングエコノミーの SDGs への貢献に関す
る意識　 n = 582

表 7　シェアリングエコノミーの SDGs への貢献に関す
る意識 （居住地別）n = 582

愛媛 割合 都市 割合
かなり・ややそう思う 280 78.7% 154 68.1%
あまり・
全くそう思わない

47 13.2% 40 17.7%

わからない 29 8.1% 32 14.2%
合計 356 226

　前述の「シェアリングエコノミーの推進が、
SDGs の目標達成に貢献すると思いますか？」とい
う問いに、「かなりそう思う」又は「ややそう思う」
と回答した 434 名に対して「シェアリングエコノ



都市とガバナンス Vol.39 57

シェアリングエコノミー、SDGsへの大学生の意識
―アンケート調査結果に基づく愛媛県と都市部の比較―

ミーは SDGs のどの項目の達成に最も貢献すると思
いますか？」として具体的な項目を聞き、回答数の
多い順に並べた結果が表 8 に示されている。

表 8　シェアリングエコノミーが最も貢献すると考えら
れるSDGs 目標　n = 434

件数 割合
12. つくる責任　つかう責任 162 37.3%
1. 貧困をなくそう 39 9.0%
7. エネルギーをみんなにそしてク
リーンに 39 9.0%

11. 住み続けられるまちづくりを 38 8.8%
3. すべての人に健康と福祉を 27 6.2%
10. 人や国の不平等をなくそう 20 4.6%
4. 質の高い教育をみんなに 18 4.1%
17. パートナーシップで目標を達成しよう 18 4.1%
9. 産業と技術革新の基盤をつくろう 15 3.5%
16. 平和と公正をすべての人に 14 3.2%
13. 気候変動に具体的な対策を 13 3.0%
8. 働きがいも経済成長も 8 1.8%
15. 陸の豊かさも守ろう 7 1.6%
5. ジェンダー平等を実現しよう 6 1.4%
2. 飢餓をゼロに 5 1.2%
6. 安全な水とトイレを世界中に 4 0.9%
14. 海の豊かさを守ろう 1 0.2%
合計 434

　表 8 にみられるように「12. つくる責任  つかう
責任」と回答した人が突出して多く、シェアリング
エコノミーが SDGs に貢献すると考えられる要素と
して、モノを大切に長く使うこと、あるは長く使え
るモノを最初から生産することが最も多く発想され
ていることがわかる。
　次に、SDGs に限らず、シェアリングエコノミー
の社会的な意義について、「シェアリングエコノミー
が経済・社会に与える影響として、最も重要なもの
は何であると思いますか？」という質問への回答結
果が表9に示されている。この結果においても、シェ
アリングエコノミーが循環型社会の推進やモノの効
率的な生産・消費を促す社会的意義を持つものとし
てイメージされていることが示された。なお、この
設問に関して居住地での有意差はみられなかった。

表 9　シェアリングエコノミーの社会的意義　n = 582
件数 割合

無駄な生産・消費の減少
新しいビジネスや技術、

335 57.6%

イノベーションの創出 98 16.8%
自然環境負荷の低減 51 8.8%
個人の新たな就業や起業機会の創出 33 5.7%
個人や企業の柔軟な働き方や雇用の実現 29 5.0%
地方創生、地域活性化への貢献 18 3.1%
社会での格差の解消、平等な社会
の実現

15 2.6%

その他 3 0.6%
合計 582
 

シェアリングエコノミーと環境問題への意識
　環境問題に特化して「個人が空間や移動、モノの
シェアリングサービスを利用することで環境問題の
解決に貢献出来るとするならば、あなたはシェアリ
ングサービスを利用したいと思いますか？」という
問いに対しては、半数以上の回答者が利用意向を示
し、3 割程度の回答者はサービスの内容次第では利
用してもよいとしている（図 7）。
　加えて、この利用意向全体について愛媛県と都
市部の回答者では 1％水準での有意差が見られ（χ
^2 （4）= 20.4236、p = .00004）、愛媛県の回答者の
ほうが積極的に利用したいという姿勢が強い結果と
なった（表 10）。

図 7　環境問題への貢献とシェアリングエコノミーの利
用意向　 n = 582
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表 10　 環境問題への貢献とシェアリングエコノミーの利
用意向（居住地別） n = 582

愛媛 割合 都市 割合
積極的に利用したい
と思う 97 27.2% 32 14.2%

少し利用したいと思う 132 37.1% 77 34.1%
サービスによっては
利用したいと思う 101 28.4% 89 39.4%

利用しない 9 2.5% 12 5.3%
わからない 17 4.8% 16 7.1%
合計 356 226

 

　上記の問いの後に、「その理由をお聞かせくださ
い。なお、サービスによっては利用したいという方
はどのようなサービスであれば利用したいかをお教
えください。」という問いを示し、任意で自由記述
形式の回答を求めた。その結果、101 件の回答があ
り、その内訳が表 11 に表されている。

表 11　 環境問題への貢献とシェアリングエコノミーの利
用意向への任意自由記述回答数5 　n = 101

件数 割合
積極的に利用したいと思う（129） 38 37.6%
少し利用したいと思う（209） 29 28.7%
サービスによっては利用したいと
思う（190） 25 24.8%

利用しない（21） 7 6.9%
わからない（33） 2 2.0%
合計 101

　「積極的に利用したいと思う」と回答し、かつ自
由記述の回答を寄せている 38 件のうち 34 件が、ま
た「少し利用したいと思う」の自由記述回答 29 件
のうち 22 件が愛媛県の回答者によるものであった。
以下の図 8 と図 9 は上記の全 67 件の回答のうち、
明確な選択理由を述べた回答のみを抽出し、居住地
別にテキストマイニングした結果を示している6。図
8、9 に見られるように自由記述の回答においては
環境問題への問題意識やその解決への貢献意欲が愛
媛県、都市部在住者のいずれからも述べられている

5　（）内は「個人が空間や移動、モノのシェアリングサービスを利用することで環境問題の解決に貢献出来るとするならば、あなたはシェ
アリングサービスを利用したいと思いますか？」への回答件数を表す。

6　分析ツールは User local（https://www.userlocal.jp）を利用した。自由記述回答の詳細は、折戸ら（2022）を参照されたい。

ものの、そもそも自由記述での回答そのものが愛媛
県在住者からのものが圧倒的に多く、都市部在住者
よりも強い利用意欲が表現されていると捉えられる
かもしれない。他方、この問いに対して「利用しな
い」「わからない」とする回答者からは、利用が面
倒であることや環境問題に対する個人単位での貢献
は少ないこと、他の手段のほうが良いなどの意見が
述べられている。

図 8　愛媛の回答ワードクラウド

図 9　都市部の回答ワードクラウド

 

4　考察
　本稿では、2021 年に実施したアンケート調査結
果に基づき、シェアリングエコノミーへの認知度や
そのサービスの利用経験、シェアリングエコノミー
の社会的意義、SDGs との関係性等について、愛媛
県と都市部での回答結果について比較・検討してき
た。本稿の考察対象とした回答件数は 582 件と少な
く、愛媛県のみを地方として抽出したため、地方の
若者世代を代表する回答とはなっていない。また、
回答を集めた際に愛媛大学生の回答者が多かったこ
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とによる影響を受けていることが否めない。特に
SDGs への認知度や意識に関しては、愛媛大学にお
いて SDGs に関する講義が複数開講されていること
が影響している可能性がある。これらの点が本稿の
考察における限界である。
　しかしながら、本稿での分析結果から、愛媛県と
都市部の大学生の回答は社会人や他の都道府県を含
む調査結果（折戸ら、2022）とある程度同様の傾向
を示すことが確認され、さらに若年世代の回答に基
づく示唆として、主に以下の点が挙げられる。
　一つには学生の回答者のみを対象としても、全体
で半数以上の回答者がシェアリングエコノミーを認
知しており、シェアリングエコノミーを知らなかっ
た回答者でも愛媛県の学生からより高い利用意向が
示された。しかしながら、その利用経験を聞くと、
愛媛県と都市部で差異がみられ、利用経験のある
シェアリングエコノミーサービスの種類においても
違いがみられた。これには、都市部と愛媛県のよう
な地方では、提供されているシェアリングサービス
の数、種類の豊富さ、提供される範囲といったシェ
アリングサービスの提供状況の影響を実質的に受け
ざるをえないことが反映されている可能性がある。
そのために、愛媛県あるいは地方の大学生がシェア
リングエコノミーの利用意向を強く示したとして
も、地方ではシェアリングサービスがない、あるい
はシェアリングビジネスの適用範囲が狭いために、
それらの利便性を実質的に享受できず、シェアリン
グエコノミーに関する関心が高まっていかないこと
も考えられる。
　二点目に、SDGs に関しても、その認知度は高
く、居住地に関わらず、シェアリングエコノミーの
SDGs への貢献やその社会的意義についても、モノ
のシェアリングや無駄なものを作らない、過剰な廃
棄物を出さないことによる環境への配慮と関連する
項目が愛媛県と都市部とで共通に高く評価されてい
る。また、愛媛県の大学生は、SDGs に対する関心、
シェアリングエコノミーによるその貢献への期待は
より高くみられた。これらのことから、シェアリン
グサービスや SDGs を意識したシェアリングエコノ
ミーの取組みは、都市部に限らず、地方においても
様々なシェアリングサービスが普及し、同時にその
利便性やコスト面でのアドバンテージ、社会的な意

義が理解されれば、若い世代から肯定的に受容され、
その利用やシェアリングサービス提供者としての関
与、新たなビジネスや雇用の創出につながっていく
ポテンシャルがあることも考えられる。
　とはいえ、アンケート調査への回答が一般に持つ
特性として、「社会的に良い」と考えられているも
のに対して回答者からポジティブな期待が述べられ
る場合が多く、実際にシェアリングエコノミーと
SDGs が関係していることを実感できるのかと言わ
れれば、居住地に関わらず、そうとは言い難いとい
われてしまうかもしれない。一部の自由記述の回答
や筆者らが実施したフォローアップ・インタビュー
調査の結果（折戸ら、2022）では、シェアリングエ
コノミーを SDGs と結びつけることは単なる「こじ
つけ」であるといった意見や環境問題をビジネスに
しているように見えるという批判的な見解も見られ
た。シェアリングエコノミーサービスの展開は社会
問題の解決に資するポテンシャルを有していること
について若年世代から一定の評価を得られたとして
も、シェアリングエコノミーや SDGs を、例えば企
業が自社のパブリシティのためにただ利用している
だけであると捉えられてしまえば、それらの経済的
意義や社会的重要性に関する理解、またその真 な
取組みや利用も進まないであろう。
　今後の研究課題として、実質的にシェアリングエ
コノミーやシェアリングサービスと SDGs がどのよ
うな関係性を有しているのか、シェアリングサービ
スが SDGs の達成に貢献する機能をどの程度発揮し
ているのかについて、サービス提供者の動向も含め
たより詳細な検証が必要である。同時に、それらが
表層的なトレンドやバズワードとして見なされるの
ではなく、実質的な経済的・社会的価値を発揮する
ためには、民間企業や業界団体での取組みに限ら
ず、公的な影響力をもつ自治体や行政機関が、その
ポテンシャルを適切に評価し、次世代を担う若年世
代も含めた地域住民のニーズに適合したシェアリン
グサービスやビジネスの方向性、方針を示す、また
必要に応じて規制によって健全なその運用を支援す
るといった役割を果たすことが必要とされる。官民、
そして学での連携によって、健全なシェアリングエ
コノミーとは何かについて問い続け、その実践がど
のような可能性と課題を生み出すのかについて、引
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き続き注視することが求められるであろう。
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